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30 美濃部達吉『選擧法槪說』(春秋社、1929年)152-156頁、同『選擧罰則の硏究』(良書普及会、1937年)序。 



































































































































































































































































































































                                                   



















































































                                                   
74 なお、日本の議会議事録は国立国会図書館ウェブサイト内にて検索・閲覧が可能である(帝国議会会議録
(http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/)、国会会議録(http://kokkai.ndl.go.jp/))。 
75 イギリスの選挙制度の概要については、see,R.Rose & N.Munro,“UNITED KINGDOM”in D.Nohlen & 
P.Stöver(eds.),Elections in Europe:A Data Handbook(Nomos Verlagsgesellschaft,2010)p.2001ff; B.Watt,UK 
Election Law:A Critical Examination(Glasshouse Press,2006);I.Loveland,Constitutional Law,Administrative Law, 
and Human Rights:A Critical Introduction(6th ed.,Oxford University Press,2012)ch.7;A.W.Bradley & 
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過程を分析する。ネットを利用した選挙運動に関しては、1996年頃から国会で議論されるようにな
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第 1 部 日本 
 



































































































                                                   
11 『第二十四囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第9号)143頁。 




16 『第二十四囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第9号)144頁。 











































25 法案は、『第三十一囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第8号、1914(大正3)年2月5日)99頁以下。 
26 同上101頁。 




30 『第三十六囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第6号)92頁。 







































































































































案は、同年 10 月に寺内正毅内閣が成立した影響もあって、第 4 回目以降は実質的審議がほとんど
行われず、最終的に政府が本案を撤回した52。 
















































ハ承諾ヲ受クルヲ要ス｣と規定し(66 条 1 項)、これに要した費用は議員候補者の選挙費用の一部と
して届出させると規定している(66 条 2 項)。この 66 条の規定は、第三者が支出する費用について











56 法案は、『第四十亓囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第16号、1922(大正11)年2月23日)321-322頁。 
57 法案は、『第四十六囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第35号、1923(大正12)年3月20日)799-800頁。 



































                                                   
58 以上の他、投票日当日に投票所付近に選挙事務所や休憩所を設置することを禁止している(95条の2)。 
59 『第四十六囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第35号)800頁。 
60 法案は、『第四十九囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第10号、1924(大正13)年7月12日)186-187頁。 
61 同上187-188頁。 



























































































































































































三者が自発的に行う戸別訪問は自由としていた89。ところが、8 月 6 日に三派で最大勢力を有する
憲政会が「其の如何なる理由に據ると又何人が之を行ふとを問はず絶對に之を禁止すること」を決
定し、一切の戸別訪問を禁止するとの方針をとった90。その後、9 月 1 日に普選調査会が作成した
普選綱領では、｢何人と雖も投票を得る目的を以て選擧人を訪問(戶別訪問)するを得ざること｣91とし、
憲政会の意向通り一切の戸別訪問が禁止された。最終的に、9 月 4 日に開かれた三派と政府との協
議会での結果を受けて作成された普選大綱も｢何人と雖も投票を得る目的を以て選擧人を訪問する
































































































104 法案は、『第亓十囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第17号、1925(大正14)年2月21日)345頁以下。 
105 同上(第17号)355頁。 

































































している113。なお、戸別訪問については、戸別訪問自体を禁止する 98 条 1 項よりも、個々面接を
禁止する2項に関する質疑が目立った。もっとも、質問の趣旨は戸別訪問禁止に賛成であることを
前提に、戸別訪問禁止の趣旨を徹底するためには、2 項の規定では不十分ではないかと問うもので



























































































125 『第亓十囘帝國議會 貴族院議事速記錄』(第20号、1925年3月6日)2頁。 
























                                                   




































ており、同年 12 月に提出された答申では第三者運動規制強化と選挙公営強化の 2 点を答申してい
る134。もっとも、この答申は、浜口内閣の退陣もあって実現しなかった。 




























































141 『第六十亓囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第17号、1934(昭和9)年3月1日)359-360頁。 





















































よりも第三者運動を自由化する内容であった154。3 月 24 日の本会議で委員会修正通り可決され、
法案は衆議院へ再回付された。 
(Ⅲ)両院協議会 










員の数を 20 人までとし(改正前は 50 人)、選挙運動のための労務者は 30 人までとする。さらに、
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第三者は演説と推薦状による選挙運動は従前通り行えるが、それは命令の定める規制に服す158。②
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GHQ は占領の究極目的の 1 つである「日本人民の自由に表明したる意思に従い平和的傾向を有
し責任ある政府の樹立」を達成するためにも、選挙制度の民主化に大きな関心があった49。GHQ内











49 小松浩訳『GHQ日本占領史10 選挙制度の改革』(日本図書センター、1996年)5-6頁。 




選挙法改正過程に GHQ が直接介入することはなかった。しかし、GHQ は選挙法改正の動向に
強い関心を向けており、政府に対し複数回にわたって改正法案の説明を求めている。このうち、1945
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か｣について投票が行われた。結果は、20 対 7 で反対派が多数を占めた57。しかし、民政局以外の
メンバーが出席し、投票に加わったことを不快に感じたホイットニ (ーC.Whitney)民政局長は、2



















































1946 年 4 月以降、憲法改正案の内容が明らかになるにつれて、参議院議員の選挙方法を規定し
た参選法の立案が内務省地方局と法制局を中心に進められた。もっとも、この時期に作成された案
は、いずれも選挙運動規制には言及していない65。また、憲法改正に伴う諸般の法制の整備に関し
て調査審議するための諮問機関として設置された臨時法制調査会(7 月 3 日設置)も、10 月 26 日に
提出した答申では選挙運動規制について何も触れていない。選挙運動規制の検討は、内務省及び法




























法案は 11 月 12 日に枢密院に諮詢され 30 日まで審査されたが、選挙運動規制に関する特段の議









































































































































                                                   






























































































































































                                                   
109 引用は、『第九十一囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第18号)216頁による。 













115 『第九十二囘帝國議會 衆議院議事速記錄』(第12号、1947年3月4日)140頁。なお、法案は同138頁以下。 


























































 衆議院の各党派は、選挙運動での文書図画の利用について協議を進めていたが、1947年 2月 25
日に各派から 20名の委員を集めて選挙に関する委員会を設置し、9回にわたって｢各委員の深い經
驗と良識に基づく｣検討を重ねた結果、全会一致をもって文書図画の利用を制限する特例法を制定す



















































                                                   
127 『第九十二囘帝國議會貴族院 參議院議員選擧法の一部を改正する法律案特別委員會議事速記錄』(第2号)10頁)。 
128 同上(第2号)16頁。 
129 同上(第2号)16-17頁。 
130 『第九十二囘帝國議會 貴族院議事速記錄』(第16号、1947年3月13日)127-128頁。 
131 同上(第16号)128-129頁。 









文書図画の掲示禁止、⑥1 回限りで新聞広告を認める、⑦参議院全国区選出議員については 3 回に
限りラジオによる政見放送を許すなどと定められた。 
(3)小括 
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要請しており、片山内閣はこれに対処するため政治資金規正法の立案を進めたが、これと関連して


















































































































149 『第二回國会 参議院会議錄』(第60号(三)、1948年7月5日)1056-1057頁。 
150 本法については、自治省選挙部編・前掲注(48)527頁以下参照。 
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26 以上の佐竹議員の主張は、『第亓回國会衆議院 選挙法改正に関する特別委員会議錄』(第10号)8-9頁。 
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抜本的な自由化には至っていない。 
以降の特別委員会は、この成案に基づいて審議を進めた。選挙運動は第 14 回特別委員会(10 月
19 日)で審議されたが、字句修正などの若干の修正はあったものの、全体として大きな変化はなか
った。ただし、成案138条の戸別訪問禁止規定と148条の新聞報道の自由に関する規定については









































































































































第 6 回特別委員会(7 月 2 日)から第 8 回特別委員会にかけて選挙運動について議論されたが、そ
の内容は現行の選挙運動規制を維持することを求める主張が多く、この点で衆議院と共通していた。































回特別委員会(8 月 6 日)では、小委員会を設置して参議院議員選挙法改正要綱案の起草に当たらせ
ることが決定され、これをもって第二次集中審議は終了した。 





第 15回特別委員会(10 月 11日)以降、第三次集中審議が行われた。第 16回特別委員会(17日)で
小委員会審議の結果が報告がされ、その後これまでの審議を踏まえて法制局が作成した「選挙基本

















































61 『第六回国会 衆議院会議録』(第3号、1949年10月29日)35頁。 
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75 『第七回国会衆議院 選挙法改正に関する調査特別委員会議録』(第3号)4頁。 
76 同上(第3号)5頁。 
77 同上(第3号)3頁。 













































































84 同上(第3号) 4頁の小串清一委員長の発言。 
85 公職選挙法の全文については、自治省選挙部編『選挙法百年史』(第一法規、1990年)613頁以下参照。 
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(Ⅰ)戸別訪問の全面禁止 
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第 4章 政治改革期における選挙運動規制論議 













































宇野宗佑内閣は、1989 年 6 月 28 日に第 8 次選挙制度審議会を設置した6。第 8 次選挙制度審議



































































                                                   
12 すなわち、公職選挙法の一部を改正する法律案、政治資金規正法の一部を改正する法律案、政党助成法案である。
法案は、『第百二十一回国会衆議院 政治改革に関する特別委員会議録』(第2号、1991(平成3)年9月12日)4頁以下。 





15 『第百二十一回国会 衆議院会議録』(第6号、1991年9月10日)1頁。 
16 同上(第6号)2頁。 
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定の腕章をつける、⑤午後8時から午前8時までは戸別訪問を禁止する、としていた。この要綱は



































32 『第百二十六回国会 衆議院会議録』(第19号、1993年4月13日)1-2頁。 
33 同上(第19号)4頁。 






























                                                   






36 『第百二十六回国会衆議院 政治改革に関する調査特別委員会議録』(第6号、1993年4月15日)35頁。 
37 同上(第6号)35頁。 














































































48 『第百二十六回国会 衆議院会議録』(第20号、1993年4月14日)12頁。 


















































































59 『第百二十六回国会 衆議院会議録』(第20号)14頁の木島日出夫議員の発言。 
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(2)衆議院審議 






























                                                   
67 『第百二十八回国会 衆議院会議録』(第4号、1993年10月13日)1頁。 
68 同上(第4号)2頁。 
69 同上(第4号)13頁。 
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示した70。 


































































                                                   
76 同上(第5号)22頁。 























































































































                                                   
96 『読売新聞』1993年11月16日。 




100 『第百二十八回国会衆議院 政治改革に関する調査特別委員会議録』(第15号)28頁。 






ち、同じ小選挙区制であっても、イギリスでは選挙区ごとに選挙人数が 5 万から 8 万人くらいで、













































































































































































































































































                                                   
127 この点、藤田・前掲注(2)153頁も「戸別訪問が国民相互の間での政治活動、選挙活動として重要な意味を持つこ
とについては、必ずしも十分な配慮が払われていない」と指摘する。 
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民主党は、2009年 8月 30日の第 45回衆議院選挙により政権交代を果たした後もネット運動解












を設置し、2006 年 5 月 30 日にはホームページに限って利用を認めるとの最終報告案が示された。
その後、民主党政権下の2010年4月28日には、ネット運動を全ての者に認める内容の公選法改正
案を第174回国会に提出している。法案では、ウェブサイトだけでなく、電子メールについても全




                                                   
7 同上46-47頁。 
8 同上46頁。 
- 130 - 
 




















































































































































































んなの党の亓派共同提案による附帯決議｣もなされている26。そして、4 月 12 日の本会議でも委員
会修正通り可決され、法案は参議院に送付された。 
(Ⅱ)参議院審議 












































































                                                   
32 松五茂記は、今回のネット運動解禁には様々な問題が含まれているとして、｢本当の意味での解禁と呼べるかは疑
わしい状況である｣とする(松五・同上76頁)。 
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第 2 部 イギリス 
 
第 1章 選挙運動規制の成立 
 本章ではイギリスにおける選挙運動規制の成立過程を検討する。イギリスにおける選挙運動規制
の成立過程は、選挙腐敗一掃の過程でもあった1。以下では、まず前史を概観し(第1節)、次に1880
年総選挙での弊害を分析し(第2節)、最後に1883年腐敗及び違法行為防止法(Corrupt and Illegal 









1695 年には供忚禁止法(Treating Act) 7が制定されている。同法は、投票を得る目的で、選挙人
に金銭・飲食物を供与することを禁止し、これに違反した候補者の当選を無効にするというもので
                                                   
1 「選挙費用に関するルールの歴史は、近代的選挙制度から改革法(Reform Act)以前の選挙慣行を撲滅するための闘
いの歴史である」とか(H.F.Rawlings,Law and Electoral Process(Sweet & Maxwell,1988)p.135)、｢選挙道徳に関す
るイギリスの法典(code)は、議会それ自体とほぼ同じくらい古い｣などと言われる(C.O‟leary, The Elimination of 
Corrupt Practices in British Elections 1868-1911(Oxford University Press ,1962)p.5)。 
2 Corrupt and Illegal Practices Prevention Act (46 & 47 Vict,c.51). 
3 本節では以下の諸文献を参照した。C.Seymour,Electoral Reform in England and Wales:the Development and 
Operation of the Parliamentary Franchise,1832-1885(Yale University Press,1915)pp.435-439; O‟leary,supra note 
1 ; L.M.Helmore,Corrupt and Illegal Practices:A General Survey and a Case Study of an Election 
Petition(Routledge and Kegan Paul,1967)pp.18-26;Rawlings,supra note 1,pp.135-137;G.Orr,“Suppressing 








4 カウンティ選挙区とバラ選挙区とでは選挙人資格の要件等が異なっていた(W.R.Anson,The Law and Custom of 
the Constitution,vol.Ⅰ:Parliament(5th ed.,Oxford University Press,1922)p.109ff,横越・同上2頁以下)。 





7 7 Will.Ⅲ,c.4. 
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ある。この供忚禁止法がイギリスにおける最初の近代的腐敗防止立法とされる。また、1729年には















                                                   
8 2 Geo.Ⅱ,c.24.  
9 なお、19世紀に入ってからも1809年の法律(49 Geo.Ⅲ,c.118)が選挙に関連する金銭、贈与、報償、官職、地位、











額な選挙費用の2点を挙げている(M.Pinto-Duschinsky,British Political Finance 1830-1980(American Enterprise 
Institute for Public Policy Research,1981)p.15)。 





問題に対する議員達の関心を高めることを目的としていた(Hansard,HC,vol.129,col.1699(12 August 1853)) 。 
14 法案に対しては、技術的な事項に対する意見は多数出たものの、基本的には多くの議員が賛意を示している





政治腐敗防止の軌跡』(日本放送出版協会、1989年)91頁、C.Cook & B.Keith,supra note12,p.136)。 






以上の他に、1842年の買収・供忚の防止及び摘発法(Discovery and Prevention of Bribery and 




















                                                   
17 35 & 36 Vict,c.33. 




19 15 & 16 Vict,c.57.同法は、選挙訴訟の審査権を有する庶民院の委員会が、特定の選挙区で腐敗行為があったと議院
に報告したとき、国王は選挙委員を任命し、その腐敗行為を調査させ、公表させることができると定めた。 
20 31 & 32 Vict,c.125. 
21 それまでは、党派的な裁判が行われるなど、選挙訴訟の実効性が乏しかった。なお、1879年の法律(42 & 43 Vict,c.7)
により、選挙訴訟を担当する裁判官が2名に増員された。イギリス選挙訴訟の歴史については、
see,C.Morris,Parliamentary Elections,Representation and the Law(Hart Publishing,2012)ch.4. 
22 Seymour,supra note3,pp.386-387 and 434.横越・前掲注(3)308-315頁及び393-394頁、亓十川・前掲注(3)446頁。 
23 1880年総選挙の選挙腐敗については、前掲注(3)の諸文献のほか、see, H.J.Hanham,Elections and Party 
Management:Politics in the Time of Disraeli and Gladstone(2nd ed,Harvester Press,1978)pp.266-273. 

























                                                   
24 1880年総選挙では、652議席中、自由党が352議席、保守党が237議席を獲得していた(C.Rallings & M.Thrasher 
(ed.),British Electoral Facts 1832-2012(Biteback,2012)p61(Table 2.01))。1880年総選挙については、see,C.Cook & 
J.Stevenson,A History of British Elections Since 1689(Routledge,2014)pp.55-65.なお、同書では自由党の獲得議席
を353、保守党を238としている(ibid.,61)。 



































































































































52 なお、買収や偽装雇用以外の腐敗行為も各選挙区で見られた(see,Seymour,supra note 3,pp.487-488)。 
53 犬童他・前掲注(16)51-54頁参照。 
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法案は1883年2月16日に庶民院で第一読会にかけられた。その後、6月4日の第二読会を経て、





























                                                   
58 1883年法案の議事経過については、see,O‟leary,supra note1,pp.169-173;I.Machin,The Rise of Democracy in 
Britain,1830-1918(Macmillan Press,2001)pp.91-92. 
59 Hansard,HC,vol.276,col.1697(4 June 1883). 
60 J.Rowbottomも1883年法の選挙費用規制の目的を、腐敗行為の防止だけでなく、機会均等を図ることにもあった
と指摘する(J.Rowbottom,Democracy Distorted:Wealth,Influence and Democratic Politics(Cambridge University 
Press,2010)pp.113-114)。 



































とも批判されている(Hansard,HC,vol.257,cols.265-266(7 January 1881)。 
62 成田憲彦も、1883年法の｢第一のターゲット｣は間接買収であるとして、｢この法律は最後まで残されていた種類の
腐敗にとどめを刺した｣ものとしている(成田・前掲注(55)28頁)。 
63 Hansard,HC,vol.276,cols.1672-1673(4 June 1883). 
64 管見の限り、日本でイギリスにおける戸別訪問禁止論を分析したものは、斎藤鳩彦氏による「戸別訪問違憲判決の
























                                                                                                                                                     
検討──判例の発展、禁止の事情、イギリス等の経験から」法律時報52巻6号(1980年)27頁以下(特に33-35頁)が
唯一である。 
65 尐数派ではあるが、Baron de Ferrieresは、｢選挙費用を減らすという願望は、法律によって物事をより安くでき
るという誤解に基づいている｣と批判し、選挙腐敗を防止する最良の手段は選挙区を拡大して有権者の数を増やすこと
であると述べて、選挙費用規制自体に懐疑的姿勢を見せている(Hansard,HC,vol.276,cols.1672-1673(4 June 1883))。 







































回の総選挙では大体 250 万ポンドという莫大な費用が用いられていたが、法案に従えばそれが 80
万ポンドにまで減尐するという。そして、法案より更に尐ない費用で選挙が行われた選挙区を幾つ







































                                                   
79 Ibid.,cols.1432-1433. 
80 Ibid.,col.1434.  













(Hansard,HL,vol.283,col.698(16 August 1883)。 

































                                                   






































89 Orr,supra note3,pp.305-306,前田・前掲書注(3)32頁等参照。 



































                                                   







































































































































































123 Hansard,HC,vol.257,col.266(7 January 1881). 



























                                                   
124 Ibid.,cols.266-267. 







129 Hansard,HC,vol.281,cols.67-68(2 July 1883). 
130 Ibid.,cols.68-69のOnslow議員の主張。 
131 Ibid.,cols.70-71のC.Bentinck議員の主張。 
132 Ibid.,cols.69-70.  
133 とりわけ、第4章で扱う2009年法(政党及び選挙法)の制定過程では、この問題が最大の論点となる。 


























                                                   
134 Hansard,HC,vol.281,cols.62-63(2 July 1883). 
135 Hansard,HC,vol.281,col.351(4 July 1883). 
136 Cross卿(ibid.,cols.352-353)や、Onslow議員(ibid.,cols.356-357)、Warton議員(ibid.,cols.358-359)の発言など。 
137 Hansard,HC,vol.276,cols.1669-1670(4 June 1883). 
138 ①バラ選挙区では有権者500人ごとに1箇所、②カウンティ選挙区では投票区ごとに1箇所とし、投票区の有権
者が500人を超える場合は、500人ごとに1箇所の増設を認めるとされた。 
139 Hansard,HC,vol.281,col.196(3 July 1883). 
140 例えば、Bentinck議員の主張(ibid.,col.194)。 






(Hansard,HC,vol.276,col.1668(4 June 1883))。 

























                                                   
144 Hansard,HC,vol.276,cols.1676-1677(4 June 1883). これにはCross卿も同意し、選挙人を投票所へ輸送すること
の禁止は、選挙権の剥奪になるとする。また、乗物を所有している者への規制も必要になると述べている
(ibid.,col.1693)。 
145 Hansard,HL,vol.283,col.697(16 August 1883). 
146 第二読会では、選挙人の投票所への輸送を規制している点やエージェントの問題に関する主張(ibid.,cols.701-703)、
罰則が厳しすぎるといった主張が出ている(ibid.,col.705)。また、8月20日の委員会審議では、選挙人の輸送を規制し









































                                                   
149 ただし、戸別訪問が行われるようになった18世紀頃においては、戸別訪問は買収や脅迫の手段として利用されて
いたという(M.Rosenbaum,From Soapbox to Soundbite:Party Political Campaigning in Britain since 
1945(Palgrave Macmillan,1997)p.225)。  
150 Seymour,supra note3,p.442.腐敗行為又は違法行為を申立てる選挙請願の数は、1880年総選挙では28件あったが、
1885年には8件、1900年には5件となり、1883年法の効果が示された(E.J.Evans,Parliamentary Reform in 
Britain,c.1770-1918(Routledge,2000)p.68)。なお、腐敗行為の減尐に貢献したのは1883年法のみでなく、1885年議
席再配分法による議席再配分も大きな効果を発揮したとされる(Machin,supra note58,p.93)。他方で、1883年法制定







                                                                                                                                                     
後も腐敗行為は存在しており、完全なる腐敗行為の一掃にはなお時間を要した(see,K.Rix,“„The Elimination of 
Corrupt Practices in British Elections?” Reassessing the Impact of the 1883 Corrupt Practices Act”(2008)500 The 
English Historical Review 65)。 
151 選挙運動規制より広い視野で見ても、1883年法は重要な意義を持つ。すなわち、1883年法は同時期に制定された、
1884年国民代表法による選挙権の拡大、1885年議席再配分法による小選挙区制の採用と相まって、19世紀後半以降
の政党組織や選挙の仕方にも変化をもたらした(H.J.Hanham,The Reformed Electoral System in Great 
Britain,1832-1914(Historical Association,1971)pp.25-26)。こうして、イギリスの政党制度や選挙制度は、より現代
的な構造へと変化していくことになる。 
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第 2章 選挙運動規制の展開 
 本章では、1883年法制定以降の選挙運動規制の展開を、主要な選挙立法を取り上げて分析する。
具体的には、1918 年国民代表法、1948 年国民代表法、1983 年国民代表法である。これらの他、



















                                                   
1 Representation of the People Act 1918(7 & 8 Geo.V,c.64). 
2 1918年法については、D.E.Butler,The Electoral System in Britain 1918-1951(2nd ed.,Oxford University 
Press,1963)pp.7-13;K.D.Ewing,The Funding of Political Parties in Britain(Cambridge University 





かも党中央に資金が集まるようになっていた(M.Pinto-Duschinsky,British Political Finance 1830-1980(American 
Enterprise Institute for Public Policy Research,1981)p.31)。 
3 21歳以上の男性についてはほぼ完全な選挙権が認められたが、女性の場合は30歳以上に限定されるなど差異があ
った。イギリスで完全な普通選挙が確立するのは1928年の選挙法改正においてである(D.L.Keir,The Constitutional 




























33 か条と別表から成り、第 1 部が選挙権を、第 2 部が選挙人登録制度を、第 3 部が選挙の方法と







11000 人のカウンティを例にとると、現行法では 1250 ポンドが上限額になっているが、法案では
有権者数が約24000人にまで増加し、しかも上限額は750ポンドとなる。同様に、同規模のバラで




























                                                   
10 Hansard,HC,vol.98,col.585(22 October 1917). 














































                                                                                                                                                     
洪水が起こる(ibid.,col.1301)などと述べて修正案に反対する意見もあった。なお、最終的には、1オンスを2オンスに
増額させる修正が合意された。 




18 Hansard,HC,vol.98,col.895(24 October 1917). 
19 Ibid.,col.895. 
20 Hansard,HC,vol.98,cols.583-584(22 October 1917). 








































































                                                   
26 Hansard,HC,vol.99,col.1754(26 November 1917). 
27 Ibid.,col.1756. 







32 Ibid.,cols.1760-1761.  
33 Ibid.,cols.1761-1762.Anderson議員は、第三者の行う選挙運動には、候補者の行う選挙運動とは異なる教育的効果
があると主張している。 





































38 第三者費用規制についても若干の修正が加えられている(Hansard,HL,vol 27,col.1007(22 January 1918). 
39 Hansard,HL,vol.27,cols.1098 and 1104(23 January 1918). 
























1945 年 7 月 5 日、第二次大戦後初となる総選挙が実施され、労働党が史上初めて単独過半数を
獲得した45。そして、クレメント・アトリ (ーClement Attlee)率いる労働党政権の下で1948年国民
                                                   













45 総選挙の結果、労働党は640議席中393議席を、保守党は213議席を獲得した。同選挙については、see,C.Cook & 
J.Stevenson,A History of British Elections Since 1689(Routledge,2014)pp.158-162;D.E.Butler,British General 
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Elections since 1945(Blackwell,1989)pp.8-9.総選挙の結果については、C.Rallings & M. Thrasher(eds.),British 
Electoral Facts 1832-2012(Biteback,2012)pp.33-34も参照。この総選挙以降、保守党と労働党による二大政党制が成
立したことから、1945年は重要な年として位置づけられている(P.Norris,Electoral Change in Britain since 
1945(Blackwell,1997)p201)。 










































                                                                                                                                                     
note45,p.5;Norris,supra note45,p.198)。 
53 Cmd.6543(1944)p2. 





















































































































人の有権者がいるカウンティでは現在のところ 1325 ポンドまで支出できるが、法案によれば 762
ポンド10ペンスが上限額になる。また、同じ規模のバラでは現在1091ポンド13ペンス支出でき





かったとの説明が政府からなされている(Hansard,HC,vol.449,cols.1741-1742(20 April 1948))。 
67 1948年法の議会審議では、議席の再配分や大学選挙区の廃止などが大きな関心を集めた一方で、選挙運動規制に
関する議論はそれほど行われなかった。 
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るが、今後は658ポンド13シリング8ペンスが上限となる。さらに、70000万人の有権者がいる
カウンティでは、現在は 1825 ポンド支出できるが、今後は 887 ポンド 10 シリングが上限額とな



























                                                   
68 Hansard,HC,vol.447,col.847(16 February 1948). 

































                                                   
74 Hansard,HC,vol.452,cols.352-353(15 June 1948).なお、この点に関しては第三読会でも説明されている































































































































































                                                   








































本節では1952年に下された1つの判決を取り上げる。それは、R v.Tronoh Mines Ltd99である。
本判決は、それまでの選挙費用規制の構造に対する理解を一転させたと評されるものであり、後の
選挙立法にも多大な影響を及ぼすことになる。 
                                                   
98 D.Butler,“„Electoral Reform”(2004)57(4) Parliamentary Affairs 734,p.741. 
99 R v.Tronoh Mines Ltd[1952] 1 All E.R.697.本判決については see,Ewing,supra note 2,pp.95-97; 
R.Blackburn,The Electoral System in Britain(Macmillan Press,1995)pp.284-285.また、次章で扱うニール委員会報
告書でも本判決は言及されている(Cm.4057-Ⅰ(1998),paras.10.18-10.19)。 
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(1) 1952年判決 
1951年実施の総選挙に際し、Tronoh Mines LtdはThe Timesに広告を掲載した。広告の内容は
労働党の財政政策を批判するものであり、それは「来るべき総選挙は、社会主義者の政府の政策に
より、国が破産した『福祉国家』になるのを防ぐあらゆる機会を我々に与えるだろう。我々は、…
…企業精神と独創性(business enterprise and initiative)を促進するために信頼に足る首相を伴っ
た新しくて強い政府を必要としている」と記していた。この広告の費用支出が、本件選挙区(the cities 
of London and Westminster)の労働党以外の候補者(より具体的には保守党候補者)の当選を促進し
又は獲得する目的でなされたものであり、1949年国民代表法63条(1)(b)及び63条(5)に違反すると























                                                   
100 なお、但書は省略した。 
101 1889年解釈に関する法律(Interpretation Act 1889)1条(1)は、条文中に単数形で記されている文言であっても、特
別の必要がない限りは、複数形を含むものとして解釈するよう規定する。 



















さらに、1949 年法で｢選挙費用｣と題された部分(60 条から 78 条)に関しても、｢選挙｣とは｢議会
選挙｣を指していること、また、｢議会選挙｣とは「総選挙として一般に知られている諸選挙の集まり














                                                   
102 S.I.1950/1254. 


























法案統合に関する両院合同委員会(Joint Committee on Consolidation Bills)に付託された。そして、
12月22日に第三読会を通過し、法案は庶民院に送付された。庶民院でも、法案が純然たる統合法
案であることから、反対意見は出なかった。2 月 2 日には第二読会、全院委員会、第三読会と一連
の段階を経て、無修正で可決された108。翌 3日に女王の裁可を受けて 1983年法が成立した。この
                                                   
103 もっとも、1952年判決以降も政党は第三者費用規制の適用を受ける可能性を考慮して、費用支出を自重していた。
しかし、1970年代以降は政党も積極的に費用支出をしていくことになる(M.Linton,Money and Votes(Institute for 
Public Policy Research,1994)p.9)。 
104 Blackburn,supra note99,p.284. 
105 Representation of the People Act 1983(c.2). 
106 See,Butler,supra note45,pp.43-45. 
107 Hansard,HL,vol.436,col.1313(2 December 1982). 
108 Hansard,HC,vol.36,col.391(2 February 1983). 













上限額を規制しており、①カウンティ選挙区では 2700 ポンドに有権者 1 人につき 3.1 ペンスを加























111 これは2006年の選挙管理法(Electoral Administration Act)27条により導入された。別表で掲げられている項目は、
①広告費用、②有権者への配布物、③交通費、④公開の集会、⑤選挙事務長その他のスタッフの費用、⑥事務所費及
び運営費である。 









聞や定期刊行物、BBC又は IBA(Independent Broadcasting Authority)によってなされる放送にお
いて選挙に関する事項を公表することを制限してはならず、また、(ⅱ)個人による50ペンスまでの
















                                                   
112 2006年の選挙管理法25条による修正を受けており、③の適用を受けない主体が変更されている(1983年法75条
1ZZA)。なお、2015年の総選挙では、③(ⅱ)の額は700ポンドとされている。 
113 D.Watts,British Government and Politics:A Comparative Guide(2nd ed.,Edinburgh University 
Press,2012)pp.323-324.こうした「テレビ選挙」は1959年総選挙をきっかけとして展開されるようになる
(P.Pulzer,Political Representation and Electios in Britain(revised ed.,Routledge,2010)p.84)。 
114 イギリスにおけるテレビ放送の規制に関しては、小松・前掲注(4)153頁以下、同「『選挙の自由』と『選挙の公正』」
『憲法諸相と改憲論──吉田善明先生古稀記念論文集』(敬文堂、2007年)271頁以下、A.E.Boyle,“Political 
Broadcasting,Fairness and Administrative Law”[1986]P.L.562;A.W.Bradley & K.D.Ewing,Constitutional & 
Administrative Law(15th ed.,Longman,2010)pp.161-162;I.White & O.Gay,“Party Political Broadcasts”,House of 
Commons Library Research Paper,SN/PC/03354(2015).以上の他、新聞を含めた近年のメディア状況について、
see,J.McCormick,Contemporary Britain(3rd ed.,Palgrave Macmillan,2012)pp.145-149. 
115 通信法の概要は、鈴木賢一｢英国の通信法──メディア融合時代におけるOFCOMの設立｣レファレンス646号
(2004年)69頁以下参照。 












1924 年からラジオによる放送が始まり、1951 年からは BBC の主導でテレビによる放送が開始さ












                                                   
116 谷澤变彦「英国下院の選挙制度(亓)」選挙時報53巻8号(2004年)16頁、T.Lewis & P.Cumper,“Balancing Freedom 
of Political Expression against Equality of Political Opportunity:the Courts and the UK Broadcasting Ban on 
Political Advertising”[2009]P.L.89,p.92.  
117 既に1920年代には、放送においては政治的争点が公正に扱われるべきであるということ承認されていた
(Boyle,supra note114,pp.566-567)。 









































                                                   
121 Blackburn,supra note99,p.258. 
122 もっとも、全候補者の同意を必要とする原則は、候補者に放送の中止を認める「拒否権」を認めるものであり、そ
れは候補者の都合に合わせて濫用される危険を伴っていた。この点が批判され、2000年法により全候補者の同意原則
が削除されるに至った(小松・前掲論文注(114)277頁、Bradley &Ewing,supra note114,p.162)。 
123 H.Barnett,Britain Unwrapped:Government and Constitution Explained(Penguin,2002)p.289.総選挙期間中は、
ほとんどの新聞が特定政党への投票を呼びかけたり、逆に投票しないよう呼びかけている(Blackburn,supra 
note99,p.263)。 
124 Bowman v. United Kingdom(1998)26 EHRR 1.  
125 Ibid.,at[36]and[38]. 
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第 3章 2000年法による選挙運動規制 




















                                                   





画期的な選挙であったと位置づけられている(C.Cook & J.Stevenson,A History of British Elections Since 
1689(Routledge,2014)p.207)。 
4 2000法については主に以下の文献を参照。I.Loveland,Constitutional Law,Administrative Law, and Human 
Rights:A Critical Introduction(6th ed.,Oxford University Press,2012)pp.213-215;A.W.Bradley & 
K.D.Ewing,Constitutional and Administrative Law,(15th ed.,Longman, 
2011)p.147ff;K.D.Ewing,“Transparency,Accountability and Equality:The Political Parties,Elections and 
Referendums Act 2000”[2001]P.L.542;N.S.Ghaleigh, “ Expenditure,Donations and Public Funding under the 
United Kingdom‟s Political Parties,Elections and Referendums Act 2000―And Beyond?”in K.D.Ewing & 





レンス643号(2004年)70頁以下、J.Fisher,“Next Step:State Funding for the Parties?”(2002)73(4) The Political 
Quarterly 392. 
5 Ewing,ibid.,p.542. 























                                                   
6 大曲薫「イギリスの政治資金規正改革の構図と論点」中村睦男=大石眞編著『立法の実務と理論──上田章先生喜寿
記念論文集』(信山社、2005年)608頁。 
7 See,J.G.Blumler,D.Kavanagh & T.J.Nossiter,“Modern Communications versus Traditional Politics in 
Britain:Unstable Marriage of Convenience”in D.L.Swanson & P.Mancini,Politics,Media,and Modern 
Democracy:An Institutional Study of Innovations in Electoral Campaigning and Their 
Consequences(Praeger,1996)p.52ff;P.Webb,The Modern British Party System(SAGE,2000)pp.231-236,大曲・同上
611頁。ただし、イギリスとアメリカの政治文化や政治制度の違いを挙げ、イギリスの選挙運動は｢アメリカ化｣して
いるわけではないとか、「アメリカ化」という概念でイギリスの選挙運動の変化(現代化)を捉えることは適切でないと
の指摘もある(see,D.Kavanagh,Election Campaigning:The New Marketing of 
Politics(Blackwell,1995)pp.220-226;R.Kuhn,Politics and the Media in Britain(Palgrave Macmillan,2007)p.255)。 
8 A.Grant,“Party and Election Finance in Britain and America:A Comparative Analysis”(2005)58(1) 
Parliamentary Affairs 71,p.75.また、第二次大戦後の政党資金や政党への公費助成に関する動向について、
see,M.Kob,The Politics of Party Funding:State Funding to Political Parties and Party Competition in Western 
Europe(Oxford University Press,2011)p.160ff.  
9 See,D.Butler & D.Kavanagh,The Blitish General Election of 1997(Palgrave 
Macmillan,1997)pp.15-17;J.Fisher,“Party Finance and Corruption:Britain”in R.Williams(ed.),Party Finance and 
Political Corruption(Palgrave Macmillan,2000)pp.26-27. なお、2000年法制定以前のイギリス政治資金の問題など
については、K.D.Ewing,The Funding of Political Parties in Britain(Cambridge University Press,1987);明治大学政
治資金研究会編『政治資金と法制度』(日本評論社、1998年)11頁以下[江島晶子執筆]等を参照。 
10 K.D.Ewing,The Cost of Democracy(Hart Publishing,2007)pp.3-5,小松浩『イギリスの選挙制度──歴史・理論・
問題状況』(現代人文社、2003年)180-182頁、大曲・前掲注(6)611-613頁。 




以上のような背景の下で、ブレア首相は 1997 年 11 月に「公的生活の基準に関する委員会































にニール勧告を検討している文献として、P.Webb,“Parties and Party Systems:Modernization,Regulation and 
Diversity”(2001)54(2) Parliamentary Affairs 308,p.312ff;N.S.Ghaleigh,“The Funding of Political Parties in the 






































































                                                                                                                                                     
ことはなく、規制は効果的であるとする(paras.10.30-10.31)。 







see,N.S.Ghaleigh“Election Spending and Freedom Expression”(1998)57(3) The Cambridge Law Journal 
431;J.Marriott,“Alarmist or Relaxed? Election Expenditure Limits and Free Speech” [2005]P.L.764,pp.765-767. 
19 500ポンドという額は、選挙区内のリーフレット配布や地方新聞への広告掲載をするのに十分な費用であるとされ
る(para.10.64)。 

































                                                   








































26 Ibid.,cols.87-88.  
27 Cm.4413:The Funding of Political Parties in The United Kingdom:The Government‟s proposals for legislation 
in response to the Fifth Report of the Committee on Standards in Public Life(1999). 




















そして、総選挙の場合、イングランドでは 793500 ポンド、スコットランドでは 108000 ポンド、
ウェールズでは60000ポンド、北アイルランドでは27000ポンドを上限額にするとした(para.7.28)。 
また、政府は選挙区レベルでの第三者費用規制についても言及し、選挙区レベルでの第三者の支










                                                   
28 このため、例えば選挙期間中になされた宣伝は、その費用支出が選挙の始まる前か後でなされたかに関わらず、全
て選挙費用に含まれる(para.7.11)。 































                                                   












































































                                                   
















































































                                                   
46 Ibid.,cols.67-68. 
47 Ibid.,cols.82-83.  
48 Ibid.,cols.86-87.  
49 Ibid.,cols.89-90. 
50 Ibid.,cols.91-92.  
51 Ibid.,cols.115-116. 





























第 11回委員会(2月 3 日午後)において、Linton 議員が別表 8(選挙費用上限額)について修正案を
提出した。すなわち、法案は候補者擁立数に30000ポンドを乗じた額を上限額とすると規定してい
                                                   
52 Ibid.,cols.89-90. 












第一に、Linton 議員によれば、直近の 1997 年総選挙で労働党が 2600 万、保守党が 2800 万ポ
ンドを支出していたが、これは｢例外的」な選挙であったとする。なぜなら、1992年総選挙では労
働党が1000万ポンド、保守党が1100万ポンドの支出をし、1987年の総選挙では労働党が400万
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労働党はマニフェストで政治浄化を掲げて当選してきたことを挙げた上で、ニール勧告を全て受け





Linton 議員の修正案に対しては反対意見が多く出た65。例えば Walter 議員は、法案に対するア
プローチとして｢ニール勧告に従うこと｣が重要であるとする。そして修正案については、｢我々が到
達するいかなる数字も、かなり主観的である｣と述べて、客観的に公平な上限額を設定することが困















意義を問うている。特に法案 80 条(2)が BBC などによる放送が選挙に関連する事項を公表するこ













69 Standing Committee G,col.312(8 February 2000). 




























法案は 3 月 16 日に貴族院に提出された。その後、4 月 3 日に第二読会、全 5 回の委員会審議(5
月11日～10月24日)、全3回の報告段階(11月20日～22日)、11月27日の第三読会を経て法案
が庶民院に回付された。しかし、貴族院修正の一部に庶民院が同意せず、最終的に貴族院が庶民院
                                                   






ると答えている(Hansard,HC,vol.346,cols.225-226(14 March 2000))。 






























                                                   
74 Hansard,HL,vol.611,col.1091(3 April 2000). 





78 Ibid.,cols.1094 and 1098. 
79 Ibid.,cols.1102-1104.  

























10 月 18 日の委員会審議で別表 8(選挙費用上限額)について審議された。Rennard 卿は、選挙費
                                                   
80 この他、Jopling卿(ibid.,cosl.1127-1128)、Norton of Louth卿(ibid.,cols.1139 and 1141)、Cocks of Hartcliffe卿














87 Ibid.,col.1174.  






























                                                   

























11月21日の報告段階で、Hodgson of Astley Abbotts卿が修正案を提出した。それは選挙費用上
限額を候補者擁立数に 30000 ポンドを乗じた額から 20000 ポンドを乗じた額へと減額するもので












                                                   
94 すなわち、仮に第三者支出の上限額を100万ポンドとした場合、6つの第三者が協力すれば実際上は600万ポンド
支出できることになり、第三者費用規制の趣旨が骨抜きにされる危険があると指摘する(ibid.,col.1136)。 
95 Hansard,HL,vol.619,cols.786-787(21 November 2000).これは国民代表法75条(選挙区において第三者が他の第三
者と協力して費用支出することを禁止する規定)と同様の抑止的効果を持つものと説明されている。 
96 Hansard,HL,vol.618,cols.219-221(24 October 2000). 
97 Ibid.,cols.227-229. 
98 Hansard,HL,vol.619,cols.774-775(21 November 2000). 
99 Ibid.,cols.775-776. 
100 Ibid.,cols.776-777.この他、McNally卿も修正案を支持している(ibid.,col.777)。 





























                                                   
101 Ibid.,cols.777-779. 
102 Ibid.,cols.780-781. 





106 Hansard,HL,vol.619,col.902(22 November 2000). 
107 Ibid.,col.904. 
108 Hansard,HL,vol.619,cols.1186-1187 and 1188(27 November 2000). 




































110 なお、2000年法では、登録された第三者は｢認定された第三者(recognized third party)｣と呼ばれ、認定された第
三者の選挙費用支出は｢規制された費用(controlled expenditure)｣と呼ばれる。 
111 2000年法のうち、第三者関連の規制に焦点を当てたものとして、K.D.Ewing,“The Political Parties,Elections and 
Referendums Act 2000-Implications for Trade Unions”(2001)30(2) Industrial Law Journal 199. 

































and 113(10 January 2000))。なお、イギリスの選挙資金改革の文脈で示されている｢平等｣概念について、
see,L.A.Ringhand,“Concepts of Equality in British Election Financing Reform Proposals”(2002)22(2) Oxford 









































November 1998))や、Maclennan議員の発言(Hansard,HC,vol.342,cols.56-57 and 58(10 January 2000))など。 







                                                   
115 2000年法のもたらした影響として、例えば政党資金に関する透明性が向上したことや、主要政党がより規律ある
財政運営を強いられるようになったことが指摘されている(J.Fisher,“Campaign Finance:Elections Under New 
Rules”(2001)54(4) Parlamentary Affairs 689,p.699)。 
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1 Electoral Administration Act 2006(c.22). 
2 以上について、see,K.D.Ewing,The Cost of Democracy(Hart Publishing,2007)p.133ff;P.Norton,“The 
Constitution”in A.Seldon(ed.),Blair‟s Britain1997-2007(Cambridge University Press,2007)p.110,間紫泰治=黒川直
秀「イギリスの「一代貴族『売買』疑惑」と政治資金規制制度改革」レファレンス669号(2006年)69頁)。 
3 Political Parties and Elections Act 2009(c.12). 
4 Cm.7329: Party finance and expenditure in the United Kingdom The Government‟s proposals(2008). 





























                                                   
5 Ibid.,p.6. 
6 白書は、①憲法問題委員会(Constitutional Affairs Committee)の報告書(2006年)、②Hayden Phillips卿の提案(2006
～2007年)、③公的生活の基準に関する委員会の勧告(2007年1月)に言及している。これらが検討した成果の一部は
選挙管理法に結実した(ibid.,pp.6-7)。なお、これらの報告書につていは、see, M.Kob,The Politics of Party 























































































ている。すなわち、議会が解散されることなく 61 ヶ月存続した場合は、1 億 5 千万ポンド(継続費
用(ongoing costs) 1億3千万＋総選挙用の特別費2000万)を上限額とする。そして、議会の存続期






























































規制すべきと説く。そして、その 1 つの選択肢として 2000 年法以前と同様の規制システムに回帰
すること、すなわち“triggering”に依拠した規制へと回帰することを挙げる(para.3.55)19。政府は、















































法案は、2008 年 7 月 17 日に庶民院で第一読会、10 月 20 日に第二読会を経て、11 月 4 日から
20日まで委員会審議が行われた。年が明けた2009年2月9日と3月2日に報告段階での審議が行

























                                                   
22 Hansard,HC,vol.481(part1),cols.42-43(20 October 2008). 
23 この他、選挙委員会の改革や、政党への献金の透明性を向上させるために必要な措置などが言及された。 









































































                                                   
33 Ibid.,col.91. 




37 Ibid.,col.419.  
38 例えば、Laing 議員(ibid.,col.421)。なお、Dr. Whiteheadは、“triggering”という呼称は誤った呼び方であり、よ
り適切に｢選挙期間前(a pre-election period)｣の問題と呼ぶべきとしている(ibid.,col.420)。 




































































                                                   












































48 Hansard,HL,vol.709,col.244(18 March 2009). 
49 Ibid.,cols.256-257.同様の指摘はBaroness Gould of Potternewtonもしている(ibid.,col263)。 
50 Ibid.,cols.274-275. 
51 Ibid.,col.283.政府は、Rennard卿の提案に対し、興味深い指摘であると評価しつつも、「我々は、現在の抜本的改









く必要があると述べて、法案に理解を求めた52。   
(Ⅱ)委員会と報告段階での議論 
 法案はGrand Committeeで審議された。法案14条は5月6日の委員会で審議されている。委



















                                                                                                                                                     
革以上のものに関して合意に達することが可能であるとは信じない」と述べて反対している(ibid.,col.288)。 
52 Ibid.,col.289. 
53 Hansrad,HL,vol.710,GC,cols.229 and 244-246(6 May 2009). 
54 なお、5日の委員会審議でも、政党の支出する選挙費用規制を強化するための修正案が複数提出されているが、い
ずれも撤回されている(Hansrad,HL,vol.710,GC,cols.201-218(5 May 2009))。 




































                                                   
58 Fixed-term Parliaments Act 2011(c.14).2011年法に関する記述は、主に次の諸文献を参照した。V.Bogdanor,The 




59 Transparency of Lobbying, Non-party Campaigning and Trade Union Administration Act 2014(c.4).なお、同法
は通常は„Lobbying Act‟と略される。 
60 649議席中、保守党が306議席、労働党が258議席、自民党が57議席を獲得した(C.Cook & J.Stevenson,A History 
of British Elections Since 1689(Routledge,2014)p.218)。 






























                                                   
61 See,D.Kavanagh,“The United Kingdom”in D.Butler & A.Ranney(eds.),ELECTIONEERING:A Comparative 
Study of Continuity and Change(Clarendon Press,1992)p.71.また、選挙人による審判を仰ぐ日を政府自身が決定で
きることは「良き統治の原理」と矛盾するといった批判も向けられていた(D.Oliver,Constitutional Reform in the 
United Kingdom(Oxford University Press,2003)p.157)。 
62 河島・前掲注(58)19頁。また、2009年法による立候補前の規制が適用されるのは、これまでは例外的場合と考え
られていたが、今後は原則的になるといえる(O.Gay,“Fixed-Term Parliaments Act 2011”,House of Commons 
Library Standard Note,SN/PC/6111(2011)p.5)。 
63 ロビー活動の問題点などについては、see,J.Rowbottom,Democracy Distorted:Wealth,Influence and Democratic 
Politics(Cambridge University Press,2010)ch.4. 











三者費用についてであるが、1983 年法で選挙事務長の許可なく支出できる費用が 500 ポンドとさ
れていたのを700ポンドに引き上げた。これは2000年以降の物価上昇に合わせた修正である。 
 以上のような規制は、第二読会で法案説明をしたAndrew Lansley庶民院院内総務(Leader of the 




























































が中心であるなど、テレビや新聞と比べるとその利用度はまだ低い(R.Johnston & C.Pattie,Putting Voters in their 
Place:Geography and Elections in Great Britain(Oxford University Press,2006)p.194)。また、2010年の総選挙を
見ても、選挙区レベルにおいては、依然としてインターネット以外の選挙運動方法が主に利用されているとの指摘が
ある(J.Fisher,D.Cuts & E.Fieldhouse,“Constituency Campaigning in 2010”in D.Wring,R.Mortimore & 
S.Atkinson(eds.),Political Communication in Britain:The Leader Debates,the Campaign and the Media in the 
2010 General Election(Palgrave Macmillan,2011)p.213)。 










































































                                                                                                                                                     
に含まれ、このことも広範な規制体系を生む一因となっている。 




































(K.D.Ewing,The Cost of Democracy(Hart Publishing,2007)pp.23-29;C.A.Hughes,“Election Finance”in 
K.H.Nassmacher(ed.),Foundations for Democracy:Approaches to Comparative Political Finance(Nomos 
Verlagsgesellschaft,2001)p.208)。また、Mackenzieも、①選挙人が脅迫や買収などによって影響を受けないこと、
②組織力や莫大な富の力が個々の選挙人に影響を与えてはならないことが自由選挙にとって必要であるとする
(W.J.M.Mackenzie,Free Elections:An Elementary Textbook(George Allen & Unwin,1958)p.147)。 




























































































































































































































































































































































































選挙制度研究会編『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法〔第 14 次改訂版 4 版〕』(ぎょう
せい、2009年) 
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